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研究要旨 

近年減少傾向にある HIV感染 AIDS患者報告数においても約 7割を占めるMSM(男性と性行為を
行う男性)に関して、HIV に関する予防的保健行動の一つとしての検査受検の支援に資する情報を得
ることを目的として、調査研究を実施した。MSMにおける生涯検査未受検の理由として最も多いも
のが「感染している可能性がないと思うから（50.0%）」であった。また、検査経験がある群のうち
直近の検査が 3 年以前である人が最近検査を受けない理由で最多は「感染するようなことをしてい
ないから(42.0％)」であった。どのような行動にどの程度のリスクがあるのかについて個々の環境に
応じて判定することは困難ではあるが、具体的でわかりやすいリスクを自己評価する基準や検査受

検が必要な人の基準を作っていくことが必要になる。また、コンジョイント分析の結果から、検査

経験者は簡便な検査前説明を好み、検査未受検者は丁寧な説明や相談を希望していることが分かっ

た。多くの MSM が新型コロナ感染症流行期において、検査行動を控えたり、受検したくても保健

所や医療機関の受け入れ態勢が縮小したことによって、検査機会を延期するなど、逃していたこと

が明らかになった。HIV 感染症の予防的管理の入口となる検査を自身で必要だと認知し定期的な利
用を促すには、ナッジなどの広報的手段での誘導だけではなく、保健行動のツールとして利用しや

すく優先度の高い対象者のニーズに即した検査環境や検査の選択肢の提供が必要となるだろう。 

A.研究目的 
2020 年の新規 HIV 感染者および AIDS 患者

報告数は、1095人と 4年連続での減少となった。
感染経路別報告数は、総数が減少する中でなお

変わらず男性同性間の性的接触による感染が

66.9%を占めている。男性同性間の性行為をす
る男性（Men who have sex with men；MSM）
の人口規模を鑑みると、引き続きHIV検査の受
検勧奨が優先的に必要な集団である。本研究で

は男性と性行為をする男性に関する行動科学的

モニタリング調査を行うことで、MSM の検査

行動や未受検理由、検査の嗜好などを把握し、

勧奨必要な課題の整理と検査環境整備への提言

を行うことを目的とする。 
初年度は、インターネットマーケティングリ

サーチ会社の調査パネルに対して、性行動を含

む調査の実施を行い、HIV 検査の要素に関する
ニーズについて検討した。 

2 年度目は、新型コロナ感染症流行期の対応
として、多くの MSM が利用するアプリに広告

を掲載してリクルート MSM に対して緊急事態

宣言時の検査行動と性行動を調査した。 
3 年度目は、インターネットマーケティング

リサーチ会社の調査パネルのMSM、非MSM男

 

 

性、女性の 3 グループに対して調査を行い、集
団ごとの検査行動の差異について検討した。 

 
B.研究方法 
初年度および 3 年度目はインターネットマー

ケティングリサーチ会社の調査パネル登録者に

対して web画面上で研究趣旨を説明の上、同意
を得られた人に対して調査依頼を行った。調査

依頼と共に適格基準に関するスクリーニング質

問を実施することで、MSM の判定を行った。

スクリーニング質問は、居住地、自身の性別、

これまでの性交相手の性別とした。 
調査参加者の取り込み条件は、居住地が埼玉

県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県である

こと、自身の性別が男性であり、これまで男性

との性交経験があること、性的なことに関する

質問に回答できることとした。年齢は調査方法

の特性を考慮して、20 歳から 59 歳までとした。
自身の性別を男性としかつこれまでの性交相手

の性別に男性を含む人を MSM 調査対象者とし

た。 
調査参加者の条件に合致した人のうち、回答

時間が著しく短い回答者や回答のロジックチェ

ックを行い、不適切回答者を除外してデータセ

ットを作成して分析を行った． 
調査項目は、、MSM コミュニティ CBO と協

議し、MSM の行動を把握するための妥当な調

査方法について協議を行い設定した。属性、

HIV 検査受検経験、利用した検査の種類、性感
染症の罹患経験、HIV に関する知識、MSM コ

ミュニティを基盤としたHIV予防啓発プログラ
ムの認知、性行動、HIV 検査に関する嗜好につ
いて尋ねた。分析は生涯の HIV 検査受検経験
（有無、回数）でクロス集計を行って関連を検

討した。 
検査に関するニーズについては、各回答者の

直交カードの内容をダミーコード化し説明変数

とし、各カードに対する回答である従属変数を

5 段階評価（「ぜひ利用したい」=5 点～「絶対
利用したくない」=1点）として重回帰分析を行

い、偏回帰係数が効用値としたコンジョイント

分析を行った。コンジョイント分析の分析対象

者は、提示する選択肢のいずれにも利用したい

と回答した人、また、いずれにも利用したくな

いと一貫して回答した人は除外して、分析を行

った。 
2 年度目の MSM 向け出会い系アプリを介し

た調査を実施した。スマートフォンで利用でき

るゲイ男性向け出会い系アプリに、アンケート

実施のバナー広告を 10日間掲載して、調査参加
者を募集した。バナーをクリックした参加者は、

研究趣旨の説明文を掲載した調査サイトにペー

ジ移動する。諸事項についての説明に同意した

人は、オンライン調査サイトへ移動するボタン

をクリックし、調査サイトへ移動することによ

って調査参加の同意の確認とした。 
調査参加者の取り込み基準は、20 歳以上、自

身の性自認が男性、これまでに男性と性行為を

した経験がある、居住地が栃木県、茨城県、群

馬県、埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県、山

梨県、HIV 陽性ではないとした。この基準は調
査趣旨説明サイトで説明した。オンラインアン

ケートの１ページ目に取り込み基準に相当する

質問項目を配置した。その回答から対象に該当

しない人は、以降の質問を表示せずに調査参加

者要件に非該当である旨を謝辞と共に掲示して

回答を終了した。調査項目は、属性、HIV 検査
受検経験、利用した検査の種類、性感染症の罹

患経験、HIV に関する知識、MSM コミュニテ

ィを基盤としたHIV予防啓発プログラムの認知、
性行動、HIV 予防行動、新型コロナウイルス感
染症の予防について尋ねた。特に、HIV 検査行
動などの予防行動に関しては、4 月に発出され
た緊急事態宣言の前後の半年間についてそれぞ

れ質問し、宣言による変化を確認した。 
 

C.研究結果 
初年度の調査は、MSM に該当する 600 名。

そのうち、これまでの性交相手の性別が男性の

みは 72.5％、相手が男女両方とも 27.5％であっ
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た。年齢は平均年齢 45.6歳。東京都居住者から
の回答が 45.0％。 
生涯で HIV 検査を受検したことがある人は

32.7％。40 歳以上とそれ未満で比較すると、若
い世代で受検割合が高かった(p=0.003)。 
これまでに利用した検査の種類は複数選択で、

病院・診療所が 44.4％、次いで自分の居住地の
保健所が 35.7％、居住地以外の保健所が 22.4％
となっており、保健所の居住地内と居住地外の

いずれか保健所を選択した件数をまとめると

52.6％となり、保健所利用者が病院診療所利用
者 44%を上回って最も多くの人が利用していた。 
受検経験がある人のうち 24.5%が検査のペー

スを決めて定期的に受検をしていた。検査に関

する知識を問う質問「保健所では無料匿名保険

証不要でHIV検査を受けられる」の正解割合は
年齢が高くなるほど低くなっていた。保健所の

検査に都合をつけられず受検できなかった経験

9％、保健所検査の予約などで断られた経験
3.8%。 
コンジョイント分析の結果、どのような検査

の要素（属性）がどの程度重視されているかを

示す属性相対重要度について、全体平均では、

「日時」が 29.4％と最も重視されている。次い
で「検査に関する丁寧な説明や相談」が 20.1％、
さらに「結果の確認方法」が 19.8％、「性感染
症同時検査」が 17.9％と僅差で続いている。
「検査の場所」については 12.8％と重視度が低
めであった。各水準の効用値では、属性重視度

で最も高い「日時」において平日昼間に比べて

「土日夜間」の効用値が高い。次いで重視度の

高い「検査の説明・相談」では「丁寧な説明や

相談を利用可」の効用が高い。その他、結果が

その場でわかり、性感染症も同時に分かる検査

の効用値が高かった。 
3年度目の調査では、MSM該当の調査参加者

は 457名。平均年齢 43.4歳（中央値 45歳、標
準偏差 9.7歳）、居住地「東京都」が 53.8％。 
生涯で HIV 検査を受検したことがある人は

62.8％と初年度と比較して高い結果であった。

これまでに利用した検査の種類は「保健所」が

50.9％と高く、次いで「南新宿検査・相談室
（新宿東口検査・相談室）」22.6％となった。
「術前検査以外での病院・診療所」の利用も

21.6％と高かった。郵送検査の利用は 4.5％で
あった。直近の HIV 検査の受検時期は「1 年以
内」が 38.7％と、新型コロナウイルス感染症流
行時においても、検査を受検していた。 
これまでHIV検査を未受検の人および直近の

受検が 3 年以上前の人の、最近検査を受けてい
ない理由は「感染している可能性がないと思う

から（43.6％）」がすべての世代で最も多い理由
となった。「お金がかかるから（9.2％）」や「受
けに行く時間がないから（15.3％）」は従来の研
究結果と同じように若い世代のほうが高い。こ

の質問は複数回答であるが 20歳代では多様な選
択肢に該当者が見られるのに対して、4、50 歳
代では理由が収束しているように見られた。 

 
HIV検査受検経験別のクロス集計 
受検経験ありの人は無しの人と比べて、性的

指向「ゲイ」である、最終学歴が大学卒以上、

梅毒の罹患経験がある、U＝Uを知っている、P
ｒE Pを知っている、PrEP使用経験あり、半年
以内 に出会い 系アプリ の 9monsters や
Instagram、Twitterを使っている、コミュニテ
ィセンターakta を知っているといった特徴があ
った。 
HIV予防行動と罹患可能性の認知 

HIV 感染を予防するために行っている行動と
して、従来コンドーム使用を中心に質問を行っ

てきたが、多様化する予防の選択肢を挙げて、

質問したところ「アナルセックスの時にコンド

ームを使う」が 60.4％と最も多く、すべての年
齢階級で最も多くの回答があった。次いで「中

出しをしない、させない（33.9％）」「定期的に
検査を受ける（30.2％）」となった。PrEP を知
っている割合は全体で 53.0％若い世代ほど高く、
20 歳代では 63％に及んだ。「PrEP を使う」は、
全体で 8.1%、若い世代での割合が若干高い傾向

 

 

にあった。PrEPを知っている人における PrEP
の信頼は「信頼している」「どちらかと言えば

信頼している」を合わせて 73.8％とおおむね信
頼されている。 

2 年度目の調査回答者は 1,327 名。年齢の中
央値 43歳、東京都 23区内居住者 52.3％だった。
何らかの性感染症に罹患したことがある人は

64.0%、そのうち、最も多い疾患名は梅毒で、
全体の 17.4%、性感染症既往ありの内 27.2%で
あった。 
初回の緊急事態宣言が発出される前(2020年 3

月)まで半年間にゲイバーを利用した人は 39.8%
であったのに対して、宣言が出た後 4 月以降 9
月までの半年間でのゲイバー利用者は 26.3%に
減少していた(p<0.001)。有料ハッテン場利用者
も 43.4%であったものが、24.5%に減少してい
た(p<0.001)。実店舗のある出会いの場の利用は
縮小していたものの、出会い系スマホアプリの

同期間の利用者は 74.8%から 70.8%と減少して
はいたが(p<0.001)、減少した数値は比較的小さ
く宣言後も 7割の人が利用していた。 
個人の変化として集計してみると、宣言前に

ゲイバーを利用していた 526 人の内 308 人
（58.6%）は宣言後の半年間にゲイバー利用が
引き続きあった。同様に有料のハッテン場は宣

言前に利用していた 324 人中 282 人（49.1%）
が利用していた。これに対して出会い系スマホ

アプリは 989 人中 95 人（9.6%）が利用しなく
なったと回答していた。 
これまでにHIV検査を受検したことがある人

は全体で 80.5%％、年齢階級別に見ると 20歳代
で最も低く（73.8％）、40 歳代で 83.5%であっ
た。これまでの検査回数は 2 回から 5 回あると
いう回答がどの年齢でもおおよそ 3 分の 1 と最
も多くを占めていた。30%の人は緊急事態宣言
後の 6か月以内にあっても検査を受けていた。 
これまで受検経験がある 1,068 人の内、宣言

前には定期的にHIV検査を受けていたと回答し
た人が 43.4%、若い世代ほど定期的に検査を受
けている人の割合が高かった。最後に検査を受

けた場所としては、保健所と病院等が 30.3%、
ランセットなどで採血したろ紙を郵送し、後日

検査結果を得る郵送検査の利用は 8.2%であった。 
緊急事態宣言後の半年間にHIV検査を受けた

いと思ったと回答した 614 人の内、32.6%が新
型コロナ感染症の予防のためにHIV検査の受検
を控えたと回答した 

 
D.考察・結論 

HIV感染 AIDS患者報告数の約 7割を占める
MSM 集団に対して、HIV あるいは性感染症に
関する保健行動の一つとしての検査受検行動を

促すためには、様々な障壁がある。本研究の結

果から、男性とセックス経験のある男性であっ

ても、検査未受検の理由として最も多いものが

「感染している可能性がないと思うから

（50.0%）」であった。また、検査経験がある群
でも、直近の検査が 3 年以前の人が細菌検査を
受けない理由が「感染するようなことをしてい

ないから(42.0％)」であった。どのような行動
にどの程度のリスクがあるのかについて個々に

判定することは困難であるが、リスクを自己評

価する基準や検査受検が必要な人の基準をわか

りやすく作ることが必要になるだろう。その上

で、MSM の受検行動を多角的に評価して、理

解することで適切な検査機会の受検勧奨が可能

になる。本研究では、検査経験者は簡便な検査

前説明を好み、検査未受検者は丁寧な説明や相

談を希望していることが分かった。また、多く

の MSM が新型コロナ感染症流行期において、

検査行動を控えたり、受検したくても保健所や

医療機関の受け入れ態勢が縮小したことによっ

て、検査機会を延期するなど、逃していたこと

が明らかになった。検査受検が必要だと自覚し

た MSM に対して、受検による利益感を増して

コスト感を減らし、自身で健康をコントロール

することができる手段としてHIV検査を認知し
てもらうためには、ナッジなどの広報的手段で

の誘導だけではなく、対象の健康行動支援とし

てのニーズに即した検査環境や検査の選択肢の
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生涯で HIV 検査を受検したことがある人は

32.7％。40 歳以上とそれ未満で比較すると、若
い世代で受検割合が高かった(p=0.003)。 
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行時においても、検査を受検していた。 
これまでHIV検査を未受検の人および直近の

受検が 3 年以上前の人の、最近検査を受けてい
ない理由は「感染している可能性がないと思う

から（43.6％）」がすべての世代で最も多い理由
となった。「お金がかかるから（9.2％）」や「受
けに行く時間がないから（15.3％）」は従来の研
究結果と同じように若い世代のほうが高い。こ

の質問は複数回答であるが 20歳代では多様な選
択肢に該当者が見られるのに対して、4、50 歳
代では理由が収束しているように見られた。 
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解することで適切な検査機会の受検勧奨が可能

になる。本研究では、検査経験者は簡便な検査

前説明を好み、検査未受検者は丁寧な説明や相

談を希望していることが分かった。また、多く
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検査行動を控えたり、受検したくても保健所や
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研究要旨 
本研究は、保健所・検査所における HIV検査の現状と課題を把握し解決策を検討することを目的

とし、1. 全国の保健所等を対象とした HIVおよび梅毒検査相談体制に関する郵送アンケート調査、
2. 保健所におけるHIV検査・相談の事例集作成を行った。 
 2019年度は、アンケート調査に加え、事例集作成の準備として各地の HIV 検査・相談担当者向け
研修会への参加と情報収集を行った。保健所 557 施設中 488 施設（回収率 88％）、特設検査相談施
設（特設）18施設中 15施設（回収率 83％）から回答を得た。保健所 488施設で 2019年の 1年間
に行ったHIV検査の総数は 96,824件、陽性は 220件（0.23％）、特設 15施設における HIV検査の
総数は 28,863 件、陽性は 123件（0.4％）であった。保健所の 93.2％、特設の 64.3％で梅毒検査を
実施しており、梅毒検査での陽性率はそれぞれ 2.1%、3.1％であった。HIV検査・相談担当者向けの
研修では、現場の課題や工夫について聞き取りや意見交換を行った。地域により抱える課題は異なっ

ていたが、他施設との情報共有、コミュニティとの連携等を通して、限られたリソースを活用した解

決策を立案できる可能性が示唆された。 
2020‐2021 年度は、COVID-19 パンデミックの影響を大きく受けることとなった。COVID-19 対

応で業務が逼迫し HIV検査・相談の件数の減少が報告される中、2019年度と同時期の 1月に郵送で
アンケート調査実施した。質問項目は概ね 2019年度に準じたが、COVID-19下での HIV検査・相談
実施体制や受検者の特性の変化等に関する設問を追加で設けた。回収率は 2020年度保健所等で 57%
（305/531施設）、特設で 74％（15/19施設）、2021年度は保健所等で 40.5%（212/523施設）、特設
で 82.3％（14/17施設）と例年よりかなり低かった。2020年の 1年間に HIV検査相談を実施した保
健所 303施設で行ったHIV検査件数は 32,211件、陽性は 88件（0.27％）、特設 15施設でのHIV検
査の総数は 20,752 件、陽性は 122件（0.59％）であった。2021年の 1年間に HIV検査相談を実施
した保健所 196施設でHIV検査の総数は 18,933件、陽性は 63件（0.33％）、特設 14施設でのHIV
検査の総数は 16,537 件、陽性は 125件（0.76％）であった。COVID-19の影響で、人員不足や感染
対策の難しさを理由に受入れ人数を減らしたり予約制にしたりして検査・相談を実施する施設が増え、

一時休止を余儀なくされた施設もあったことが明らかとなった。SNSや自治体と連携して広報を行う
等の工夫をしている施設もあった。受検者の検査機会の喪失への懸念も複数の施設から挙げられた。 
事例集は当初の予定を変更し、「COVID-19流行下における HIV検査・相談体制‐保健所における対
応事例と今後の課題‐」として作成した。保健所・検査所における検査・相談体制の維持と、今後の

有事にも対応できる検査選択肢の拡大についての議論の土台となる資料として周知・配布予定である。 
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